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ケ fンスこ1936Jの日[内の一つは， 「全{4;としての早川町iの理!日1(tをuUift青の
Hι治との官接な接触のもとにぼそうとする」ことにあったはここにケインノ
つぐの亘う 「価値の理論」 とは，マーシャル[1890/1920Jにおけるミケロ
的な価倍決定の理論を指している」すなわち何々の財の価格 (貨幣表示)
土その市場における需要曲線と供給曲銀との交点で決定される υ このよう
な理論が「価値の理論Jと呼ばれるのは 貨幣の財貨一般に対する購買力
すなわち貨幣価低(が不変であるという前提が置かれているからであって，
このような前提の下では「ある財の価格は財一般にたいするその交換細川白
の去現，あるいはニとぽをかえるとその一般的購買力の支現と解するJこ
1 ) Keynes， ].;"1.， Thc GCllcral Thcοry of Emρ10ylllenl， IntcrestαIld JIOllf)'， 1936， 
The Collected Writings of ]ohn Maynard Keynes， vo1. ¥11， 1973， London; 
:vlacmillan.塩野谷九十九訳『雇用・利子および貨幣の一般理論J東洋経済新報社，
昭和16年二
2 )ケインス :1936Jp. 293，邦訳332ページ U ただし，以卜ーにおいて引用の訳文は一
部改変した箇所もある』
:) Marshall， A.， Principles of Eco110 mics， London; Macmillan， First Edition 
1890， Eighth Edition 1920.馬場時之助訳「経済学原理』，東洋経済新報担昭和
，10千r'
1 )ケインズ U936~ pp. 292-9:3，邦訳:131-;)2''':ー ンち:IKt
;) )マー シャノレ[1890/1920J第五編第三章参照ノ
6i同上 p.51，邦訳第一分冊80・4ージ c
7 )同 L:pp. 31-52，士[5沢清一分間80べーシ
148 議2巻 第ι号(荏i斉'子・在古学論)
とができる口
貨幣価値をこのように定義するなら，それは一般物価水準の逆数を意味
するι しかし，一般物価水準はすべての財の価格を何らかの仕方で、加重平
均したものであるから，一特定財の価格変動はそれ白休一般物佃j;J(準を変
動させることになる心それゆえ般物価水準を不変として J特定財の{耐
除決定およびその変動を論じる， ということは加古平均の刀法の否、意性 ~~S
とともに、くつかの難問|を生じるこJ しかし， このこととは別に，マ
ーシャルは「貨幣の真実の価値はある場合は商品よりむしろ労働によって
測定するほうがよいであろう iとも述べている υ ニの場合には，貨幣価I!fi
;工貨幣it-金ギの逆数となるから，貨幣価値一・定をnir提とするということは
貨幣賃金卒』定を前提とするということを意味する口ケインズが「説明を
宵易にするためにのみ」ではあるが採用した方法はニのようなものであっ
7ニコ
さて，貨幣賃金率一定の Fでか，あるいは価格をあらかじめ賃金単位で
測っておくかするなら，マーシャノし的価格決定の理論はそのまま利用する
ニとができるとともに， r全体としての物価水準が個々の価格と正確に同
じ仕方で決定される，すなわち供給と需要の影響の下で決定される， と見
るJことができる J なぜなら，貨幣賃金率一定のードで個々の財の価格が決
定されれば，それらを適当な仕方で加重平均することによって，貨幣賃金
ギ一定の下での物価水準を知ることができるからであるυ
しかしケインズは「全体としての産出物の量ーとか，全体としての資本設
備の量とか， 一般物価水準とかというようなi援昧な概念」を分析の本質的
8)同上 p.51，邦訳第一分冊80ペー ジ。
9)同上 p.52，邦訳第一分冊80ペー ジ。
10)ケインズ C1936Jp. 27，邦訳31-32ペー ジ。
1 1)ケインス ~1936~ p. xxxi¥.，フランス語版への序文のため邦訳には該当箇所がない
が，訳文は安井修二「雇用と物価の経済理論』東洋経済新報社，昭和53年， :30ベー
ジの引用筒所を参考にした
12) :r fンズ[1936Jp. 43，rfi，沢51べーシc
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な要素として用いることには否定的で‘あ勺て，分析iこ用いる単位を!貨幣
および労働の二つの単位のみに厳格に限定Jしている C このため，経済全
体についての供給条件と需要条件とを表わす分析用具としてケインズが提
示した総供給関数と総需要関数とはL、ずれも総売 t金額から使用者費用総
額を控除Lた貨幣額を総雇用量の関数と Lたものとなっている口したがっ
て総供給関数と総需要関数との交点において決定されるのは「有効需要 l
すなわち均衡(粗)国民所得と総雇用量だけであって，全体としての産出
水準とか一般物価水準とかといったものが決定されるわけではないJ
確かにケインズが示唆しているように有効需要を所与とすれば， W~ 々の
財市場における需要曲線と供給曲線とを描くことができ， したがって附々
の財の価格がどのような水準に決まるかをも知ることができょうっそれら
の価格を適当な仕方で加市平均することによってその有効需要に対応する
物価水準を知ることができる しかし同果関係はむしろ逆であって，まず
例守の財市場の均衡において価格と産出量が決定され，両者の院である売
t金額からその産業-に属する件企業の使用者費用総額を作除Lた額すなわ
ちその産業から発生する均衡(相)所得が算定される G 次いでこの手続き
をすべての財市場に適用しそれらの均衡所得額を集計したものが均衡同
氏所得すなわち有効需要と Lて算定されるつ LかLこのように一般的な肉
果関係をそのまま説明 Lょうとすると困難な問題を生じる 3 なぜならケイ
ンズが述べているようにー特定財に対する通常の需要曲線;土， 社会の
13)向上〕
10同l:pp. 23-25，邦訳27-:10ペー ジ参照っ
15)同上:p. 25，邦訳:30ページ参照。この用語法は奇妙に見える 3 しかLマーシャル
(主個々の財市場について，供給曲椋と需要曲線との交点におげる需要はこれに応ず
る供給を完現させる， という，意味で需要曲線 kの他の点におげる需要とは異なるこ
とから，これを「有効(巴伍cient)需要」と可んでいるつ(マーシャノレヒ1890/1920J p. 
RO. 201，邦訳第二分冊19，218ベージ参照。)ケインズの「有効 (effective)需要」は
経済全体に関するものであるがマーシャルと同様の意味で、命名されている。ケイン
ズ戸19:36:p. 55，邦訳64へージをも参照。
lti 1ケインス 1-1936Jpp. 44-1;)， 281-82，邦訳5:2-5:3， 318-19へージ参照c
1開 [J~ 2巻第4号(経済学・経営学;iiIu:i 
人々の所得についてのある想定のもとに描かれてレて，所得が変化した場
合iこ:土描きI任きれなければならない，同様に，一特定財に関する通常の供
給曲線は，全体としての産業の産出高についてのある想定のもとに掛かれ
ていて，産業の総産 l+~r:iが変化ltニ場合に(工変化Lうる lからであるご
ケインズ(工乗数理論の説明において，投資財産業と泊賓財産業との連動
関係から有効需要が決定さ，れるという因果詩的分析を提示Lているち Lか
Lそれは投資財市場と消費財市場とについてそれぞれにおける需要曲線、と
供給曲線とを用いた分析とはなっていないここのため， r価値の理"布との
密接な接ー触のもとにj物価水準のがと定を説明するという I明記は果されてい
ないことになる そこで，ケインズ理論の背景をなしている財市場におけ
る諸価格の決定機構を再構成することが本稿の課題となる〔複雑化を避け
るために， ここでは財市助だけを扱うことと L，L たがって貨幣一ーイ責沼〈
市場で決定さ，/tる利子~fZおよび労働市場で it~.定さ:i1る貨幣託金本(土，財市
J誌のどのようた変動己主JLてもー定不変に山た，'{tる， と想定しておくこ主
;こしよう「
I.モデルの基本構成
前節の引用文においてケインズが述べているように，有効需要の変化;土
A般的には個々の財市i坊で需要曲線および Tjijifi曲線の双方をシフトさせ
る LかL，本質的に市:要なのは需要r!l1*)}Iのシフトの}Jである ケインス
理論は組織，設備および技術のケえられた状態Jナなわずコ「知WJJ~こ
閃するものであるから，そこでの供給曲線は限界主要型用rHl線であって，
17)ケインズ :1936Jp. 281，邦訳:H8ヘー ジ、
18)ケインズ[1936J抗1f;i:抗4節主主!問。
19)本稿は安)1::1978J，特にその第2章から有益な示唆を得ているが，その I二題;土
分配論にあり，マーシャノし的な 'ft首位の理論Jにはないようである
20) ケインズ =1936~ p. 17，邦訳20へー ジc
211 マーシャ!~: H390/1920: 第 5 制;~~ j章第6iI'I参照
ゴ:?)/;1上およじ、←インス :1936:p. 69，邦訳79ぺーン参照
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限界主要壁用は限界史:同費用と限界使用者費用とからなる口短期におL、て
貨幣賃令率が不変である下で限界要因費用が変動すること(主ありえない
が，限界使用者費用について;工変動の可能性がある二この問題は複雑では
あるが本質的な市要性を有するとは思われない
そこで，使用者7買用に間連する悶難を回避するために， I企業者の統合
関係につL、て特殊な想定を設け，後 F草をj円買財生産者と資本財生産者とに
領号IJする!ことにLょうニすなわち経済全体は投資財部門と消費財部門と
i二分割され， 九々に属ずる個々の企業は完全な統合生産を行い Lたがっ
て企業はその資本財を夜間!するさいに外部から労働者を雇用するが，原料
(土内部で生産するので外部から購入する必要がないわけで、ある、これは必
ずしも各産業が完全独占で、あることを立味Lないのであ司て，本稿では例
々の産業:土多数の企業からな 1)， 充分に読争的な状態にある， と仮定す
、7
0 J 
本稿でほ「産業!とい 14;15をij. 開rflの[[1'を'j:ー産するi市企業令の全体と
いう意味iこ用いる J そこで投資財またはi担当財が多種類ある場合には，投
資財産業Aまたは消賢財産業が多数あることになるから， このような場合に
はそれらの全体をさらに投資財部門または泊費間部門と呼ぶことにする」
阿部門がそれぞれ ip.---の産業からなる場合が最も ii.純なので考えやすい 4
そこで，次節以 F第V節まて、;土両部門がそれぞれ ?i.~の産業からえると仮
定し，多数財の場合;工:;tCVI節で検討することにLょう』
l可部門が q~ ‘の産業からなる， という仮定は.消費財については問題を
坐じないが，投官財については，ぞれが両部門から需要され，両部門で生
j辛設備と Lて使用されるということから，両部門間で a短期期間内;こ移動
が可能になる， という問題が生じるコそこで本稿では，両産業で使用され
る資本財は，投資財産業で生産されている時点では告用その他の点で全く
相違がなく， Lたがハて投資財市場でも同等;二J買わ，{tるげ，れども，いずれ
~J) うインズ[1936J p. 53，邦訳6:2ベー ジ参照J
:2-1) ケ「ンス、一19;)6-:p， 2ln2. 手I~~r~三日ページ ~~t(3ì
Ei2 治 2巻 第4号(経済学・経常学論)
かの産業に設問された時点以後は少くとも短期におレては他の産業に移動
ずることができないという程度にほ特定化されている. と仮定することに
しよう ο 多数財の場合にはもちろんこうした問題は生じないので，投資財
:ヱ完全に特定化しており，その穐類(土産業の数かあるいはそれ以上あると
考トえることができる二
ミィ'- ~， 1同々の財市場におげる価格・数足決定過料と Lては，マーシャノL
的市場調整過程とワノレラス的市場調整過程とが考えられるコこのうちケイ
ンス、が採用 Lているのはマーシャル的市場調牲の方であると思われるの
で， 本稿でも次の二節においてはこ，hを前提iこしてI治を進めるごJ Lカ通しワ
ノレラス的市場調整の }jが取扱いが容易であるため，今日では通常はこの方
が用いられているニいずれを用いてもよいが両者を混同すると消費財市場
における需要曲棋の描き Jiについて混乱を生じやすL、ので， リノLラス|下n1i
場調整の均fTは別I1司iこ第N節で検討する そこであらかじめ両者の相違を
見ておくニとにしようコ
マーシャル|下j市場調整においては， まず「賀子;工什むこ J~l 子仲 nn と fl 山
iニ競争する L，売手もJt手仲間とn由に競争 Lている」ということが前捉
となるごその結果， 所与の産出号:に対Lて買手の古要価終は斉一になる J
ニのように Lて， 件産出量水準に対する斉一・的な需要価棋の院H系を示した
23) Samuelson， P.A.， FOll/1datiolls of Ecollolliic .'!lIalysis， Cambridge， Mass.: Har-
vard University Press.， 19-i7. pp. 260-65，佐藤降三沢 7経済分析の基礎均草書
房，昭和42年 270-76ベージ参照っより詳細には， Allen， R.G. D.， Jlatlzematical 
Econolllics， London; Macmi/lan， First Edition 1956， S巴じondEdition 1959. pp. 
20-23，支 }j・E家信・木村健康訳-Ji~FI'.経済学 l 紀伊同足書Jl;，1(1干fJ3J午，出ー分間2:1
-28ページをも参照コ
計約ケインス(主投資財市場につL、てー供給価格」・ 「需摂UlIi格」という概念を丹jt、て
L、る(ケインズ :1936Jp. 137， 229，邦訳153，236へージ)が. これら;土マー シ刊
;l--的市場調整;こ固有の概念である J 消費財市場については.マーシャル的ili場調整
を示唆している筒所(向上 p.64，邦訳Hへージ)と共にワノLラス的市場調整を示
唆している内所¥1司1:.p. 123，邦訳139ベージ)もあサ，決然としてL、ら J
:n)マー シ寸ノL ♂18901920: p. 284，邦訳第二分冊27-¥ー ν
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ものがその財市場での需要曲線である心所与の産出量は各企業の産出量を
集計Lたものであるが，企業聞の競争は各企業の供給価格を斉一にすると
ともに，各企業の産出量を変化させ， したがって市場全体の産出量も変化
させるつこのような競争が行き尽した状態を前提とすれば，市場全体の各
産出量水準に対する斉 A 的な供給価格の関係すなわち供給曲線を得る O そ
ニで，所ケ-の産:出量:に対して需要価格が供給価格を上回る(または下回る)
なら，産出:阜:は増加(または減少)するという調整が生じ，もし両者が一
致するなら産出量は不変であって市場は均衡にある J このような市場調整
の Fでの均衡が安定的であるためには，周知のように， r需要曲線の数量
の軸に関した勾配が供給曲線のそれよりも代数的に小さくなければならな
し、!と古うことヵ:で、きる O
これに対してワルラス的市場調整においては価格がまずケーえられる O そ
の価格に対Lて各経済主体は需要員または供給量を決定するごJ そこで各価
格水準ごとに集計された需要註を関係づけた曲線が需要曲線となり，同様
に集計された供給与::を閃係づけた曲線が供給曲線となるヶここでは所与の
価格;こ対して需要監が供給量を上回る Lまたは下回る)とき，価格は上封
(または下落)するという調整が働き，両者が一致してL、れば価格は不変
であって市場;土均衡にある c この均衡の安定性は「需要曲線およひ、供給由
競の均衡点におげる(価格の軸に関する)勾配の代数的差」に依存し，そ
のI白が負で‘あ，fl ，工、 j~定 ((J で、あるよ}
市場調整過程がL、ずれであるにしても，価格および数量が決定されるな
28) I司J:p. 285，邦訳27-28ページc なは1.11.:第3編第コ章第4節をも参照。
29)向上 p.286，邦訳第三分冊30ページ参F/~:)
30)同L:p. 287，邦訳第三分冊32ペー ジ参!純一
:l )叶ミコヱノLソン C194T;p. 26-1，邦訳274ペー ジ。
:12) Walras， L.， Ell'lIIclits 01 Purl' Economics， translated by W. Ja任。 London:AJ1en 
and Unwin， 1954， p. 109および p.170参照?
~-1 :1 )サミュヱノレソンく1947Jp. 260，邦訳270べーシ J
34)同上 p.263，邦訳273ベー シ(1(i)式参照コ
1 f)1 W~2~ 第4号(経済学・経営学論)
ら，両者の積がその産業の生産額である O 統合生産の仮定のドでは使用者
費用は無視できるから，この生産額は賃金と粗利潤とに完全に分配され
るO したがってそれはその産業に従事する人々の粗所得総額に等しい二 L
かし，消費決意は純所得の大きさに依存するコ純所得はこの生産額から補
足的費用総額を控除したものであるが 補足的費用の概念ば使用者費用の
概念と密接に結びついている O そこで補足的費用は使用者費用についてi論
ずる第四節において導入することとし，そh主では両者がゼロであるとす
る仮定，すなわち，資本財は現行稼動水準の如何にかかわらず永続的にそ
の生産能率を一定に維持する， とL、う仮定をおくことにLょうコそうする
と，どの産業についても生産額はその産業に従事する人々の純所得総額に
等しL、3 以下においてはこれをその産業の純所得と呼ぶことにLょう、
そこで次に，両部門が単一の産業からな i)，1. 、ずれの市場もマーシャノL
的市場調整の下にあるよう;三経済を検討Lてλ上う
m.投資財市場
いま社会全体iこm 人の企業家がおり，第 h番riの企業家が投資i五:X I k 
の限界単位から得られると期待する予想収益系列が Qlk，Q2k，…… Qtk， 
・であると Lょう o Qtk 土X1 kに依存し，X j kが増大するにつれて減
少するから，
Qtk=Qtk(XI り Qt/くO
(k=l，…， m， t=l， 2，ー・〉
である J 所与の利子率 iのドでぼこの企業家の投資財に対する需要価格
p/D は，
PjD= L]{Qtk/C1+i)t}， (k=l，…， m) 
で与えられるョここで単純化のためにどの企業家も所与の投資量の限界中
35)ケインズ C19.'36Jp. 57， 92，邦訳66，106ページ参照
36) ケインズ了1936:p. 137，邦訳153ページ参照 J
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位に対する予想収益系列を毎期同一額であるように期待すると仮定しよ
うι そうすると，Qk =Qlk =Q2k =…・ー (k=l，……，m) であって，
Qk=Qk(Xjk)， Q/<u (k=l，…， m) (1) 
;および，
P j D=Qk(X 1 k)ji， (k= 1，…， 112) (2) 
と書き直すことができるごところで，投資財市場で、産出量が XIであるな
V)， 
X，=LlXj" (3) 
となるような斉一的な需要価格 P，Dが決まる。(1)， (2)， (3)で (2m十1)
本の方不里式があるので 2m個の変数 Qk> Xjk (k=l， ……， m')を消去
して X]に対寸る p]D の関係を示す方程式
PjD=T(Xj， i) (4) 
を得て， aT/oi<u， ùT 百X j イO である ~ Pj D (1貨幣表示の価格であるが，
司与の貨幣賃金Z容をは'とすれば，賃金単位でiWJられた投資財の需要価格
T[D 之，
t [D=Pj D/10 
であって， これを用いると (4)式はさらに，
PrD=D，(X" i) 
(5) 
( 1--1 ) 
と書~[((される士 lリj らかに íJD[/ai<u， oD 1 /♂X，<Uであるから，所与の
利子本 iの下でこれをグラフに相lくと投賢財市場の需要曲線が得られ，第
・悶 DI曲線のように右下りとなる J
:n oT，JiJiぐo1工明らか。いさ i'主 A定と Lて， (ω2)式よ{り)dPI D= (Q/.d山釦.r、Ik)工Jμ/
から dのrr〆h川でバ(叫hρ山川，勺川'id叩， ゆ此川え幻[にニ t主ιむlJ〆正d心l.rrγト1ι=(いz.主台1J(叫 jの川)パ!い川d印P町rD ところが
(:はより dXj=斗l.rj k， Lたがって江l=(iA1(1/Qj)!dPiD，すなわち
止~ 1 
d1' 1 D/dX j =11いエ (1仏')1.， (1)式より Qk'<O，かくして，iJr川 l寸 1'1D/ 
i 止~- 1 
d){r<Oを得る Q
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投資財産業に属する企業家が m，人おり，その h番目の企業家は手持
の資本ストッグを稼動するさい， lk人の雇用量で、れだけの新投資財を生
産することができる，すなわち
Xk=!k(lk) (k=l，…， >1，) (6) 
であるとしよう。「設備その他を不変と想定する短期においては， 産業は
収穫の逓減をこうむりながら活動するのが正常である」から， !/>O， 
ん"くOと仮定されるつこの企業が獲得する利潤額は (P，・れ-w・lk)であ
るから，投資財産業全体の供給価格が P，S となるとき，この企業が利潤
を極大ならLめるには P，S.!k'(lk) =Wを満たすようにんしたがってれ
を選べばよLらすなわち，利潤極大条件の下での供給価格 P1Sは，
P， s=W/f/(lk)， (k= 1，…， m，) (7) 
であるo P， S は貨幣表示の供給価格であるが，賃金単位で測られた供給価
格 p，S ¥土
ρ，S=P，S/w (8) 
で定義され， したがって(7)式は
p， s=l/んてん)， くk=l，…， m，) (9) 
と書くことができるペ産業全体の産出量を X" 雇用量を Lrとおけば，
m[ 
X， =:EXk 
k=l 
、
?
?
????? ?
押J[
L， =:Elk 
k=l 
(11) 
となっている O そこでいま， (2m， +2)本の方程式(6)，(9)， (10)， (11) 
式から (2m，十1)個の変数れ， lk> p，sを消去して，産業全体の生産関
数
X， =FI (L，) (12) 
を構成し，この性質を調べてみよう o (10)式から dX1 = :E dXk> (6)式か
k=l 
ら dXk=!k'(lk)・d1k> (9)式からんべん)=l/P 1 s，それゆえ，
38)ケインズ =1936Jp. 17，邦訳20ベーシ
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dXI = '2J(dldP 1 S)=(1jρ1 S) '2J dl k 
k~l 
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ところが(11)式から'2Jdlk =dL 1 ，そこで dX，= (1/ p I S)dL ， ，故に
k~l 
F1'(L，)=dXr/dLI =1/ρ， s=!/(lρ>0， 
(k=l，…， nZI) (13) 
となる中このことからさらに， F，"(L，).dLr =fk"(lk)d1k> したがって
dl k = {F 1 " (L1 )・dL1 } /fk" (lk)すなわち 21dlfF111(Li)・dL，・33{1/
k=l k=l 
fk叩刈，ところが(11)式から 53dlh=dLI，そこで，dL，=F，"(LI)・dLI
押'I
・'2J{1ゲ~"(lk)} かくして，
k~l 
F，ぺL，)=l/'2J{l/!kぺlk)}くO
k=l 
となる G 結局， (12)式において F，'>O，F，"<O，そして，
P 1 S=l/F，'(L，) 
(14) 
(15) 
であるc このように，fk から導かれた F，はんと全く同様の性質を示
すC したがって一つの産業をあたかも一企業であるかのように取扱うこと
もできるわけで‘ある C もちろんこれはー産業が独占体であるということを
意味しているわけではないから F，をたとえば m，で割ったんという
関数をとり，これを「代表的企業Jと称する，という手続をとった方がよ
いかもしれなし~しかし，ここでは繁雑になるのを避けるため FIを用
いることにするo F，の逆関数 LI=F， -l(XI)を(15)式に代入して，
β，S=l/F，'(F，-l(X，)) (16) 
と書げば明らかなように p，S ば XIの増加関数であって，それを
ρ，S=SI(X，) (1 -2) 
と:号き夜せば， (1 -2)式は投資財市場の供給曲線を示し，第一図s，曲線
のようじ右上りの曲線を与える J
:l9)マーシャル[1890/1920Jpp. 264-65， 285-86，邦訳第二分冊314-15ページ，同
弟三分冊29べージ参照。
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Jl; 
ar 
Gi ηr---/1f; 
o x; X; Xi X1 
????
ところで，投資財産業での雇用註 LI ;こ支払われる賃金総額は w.LI
であるから，賃金単位で測られた賃金総額は L，，すなわち雇用量に等し
く， 生産物単位当りの賃金i単位で測られた平均要因(労働)費用 αI は
αI=LrjXr=FI-l(Xr)/Xr (17) 
で定義されるoda 1/ dX I = {P I s.X 1 -L d / (X1) 2であるが，PIs，XIは
投資財産業が産出量 XIiこ対して期待している賃金単位で測られた売上額
であり LI はそのために支払う賃金単位で測られた労働費用総額で、ある
から，{P，S，XI-L，)は投資財産業が産出量 XIに対して期待している賃
金単位で測られた(純〉利潤総額で、あるロしたがって(17)式をグラフに描く
と利潤が正の範囲で右上り，利潤が負の範囲で右下りとなる位 ξ こでそれ
法第一sla，曲線(太点線)のようになるであろう乙任意の産出量たとえ
ばXl1 に対応する供給曲線上の点 Aが実現したとすれば，賃金単位で測
られた売上総額は ρ 1 1 •X11 (矩形 Ap[lOX[lの面積)であり，そのうち
賃金単位で測られた利潤総額は(戸[l-a[1)・Xl1(矩形 Apl1a[lBの面積)
であり，賃金単位で測られた賃金総額すなわち雇用量 LIは a1，X11 (矩
形 Baj10XI]の出i，fmであるc なお，a j 曲線はその最低点じで SI曲
線と交わるが，この点は純利潤ゼロという意味で「損益分岐点 lである
-10) ケインズ[1936Jpp. 68-69，邦訳80ベーシ安rl日。
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さて，投資財産業はその「短期期待jにもとづし、て何らかの産出量 X1
したがって雇用量 LIを決定する O この結果，投資財産業から発生する賃
金ifl.位で担Ijられた所得額 YIは
YI=TIS，XI (1 -3) 
であることになるD しかし産出量 XJは期待された供給価格 P1 Sで売れ
るとは限らなしらたとえば第一図 il点が選ばれたとすれば産出量 XI1は
供給価格戸 J1で売れると期符:されていたわけで、あるが， iH場で、はそれを上
¥t.1]るP1 2で、売れるであろうコそこで投資財産業はその短期期待を上方修正
し産出足:を増大するであろう。かくして産出量XI*および価格ρげを
/Fナ均衡点 Eへと順次接近していくことになるQ ここで均衡条件は
b JD=ρ[ S ( 1.-4 ) 
であるが，この均衡点は安定的である。ケインズは短期期待の修正を通じ
て事態がどのように進行するであろうかを特に雇用量に対する効果につい
て検討しているのであるが， rしかし， 短期期待については，実際上短期
期待修正の過程が徐々にかつ継続的に行ーわれるものであって，大部分実現
した結果iこかんがみて行われ， したがって，期待された結果と実現した結
果とがその影響において相瓦に交錯しかっ重なり合うものであるという事
実を考えれば，明確な論及を省略してもかまわない場合がしばしばあるで
あろうj と結i治づけてし、る。むこ見たように投資財市場の均衡は安定的で
あるから明確な論及」なしにその即時的均衡を前提とすることもでき
るわけで、あるュそうすると第一図において投資財産業の賃金単位で測られ
た生産額すなわち所得額は戸 I九X[*，そのうち賃金単位で測られた賃金総
額Lたがって匝用邑は aI*，XIキ，賃金単位で測られた利潤総額は (PI牢ー
α1 *).X 1 *，となるつ
11) ニの定義および「長期期待jとの差異については，ケインズ[1936Jpp. 46-47， 
}/5N(;)Oへーン参照0
.J，2)ケインズ [1936Jpp. 47-51，邦訳56-58ページ参照。なおマーシャノレによる不均
街取引の描写についてはマーシャル[1890/1920J第5編第2章第2節参照ヲ
\~i )ケ fンズ [1936Jp. 50，邦訳59べージ，傍点原文イタリック。
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明与の利子率水準 iが低い Lまたは高い)ほど需要曲線は上方(または
下方)に位置するので均衡点における生産額は大きL、。不均衡状態に関す
る「明確な論及を省略」して利子率水準に対応する均衡投資財生産額すな
わち投資額を関係づ、けた友をケインズは「資本の限界効率表」と呼んでい
る。所与の利子率水準に対して決定される均衡投資財生産額の関係を「資
本の限界効率表JJ:の一点に縮約しているわけであるD 予想収益に関する
期待が良化(または悪化)する場合には所与の利子率の下で描かれる投資
財需要曲線は上方(または下方)に移動L，均衡投資財生産額が増大(ま
たは減少〉するが，この現象を以下において「限界効率表の上方(または
下方)移動による投資額の増大(または減少)Jと表現することにしよう J
さて，投資財産業での生産額 YI はそのすべてが投資財産業に従事する
企業家および労働者に所得として分配されてしまう口そうすると各家計は
その所得額に応じて一部を貯蓄し残りを消費財購入にあてる ζ これらを以
下では「投資財産業からの貯蓄~投資財産業からの消費J と表現するこ
とにしようコ投資財産業の生産額は社会全体の投資額であるが，投資財産
業からの貯蓄額はこれを下回るのであって，その差額は投資財産業からの
消費額に等しし、c しかしケインズによれば財市場全体が均衡するためには
社会全体の貯蓄・投資が均等とならねばならなL、c このことは投資財産業
からの消費額と消費財産業からの貯蓄額との均等を要請するふこの条件は
消費財市場の均衡とどのような関係にあるであろうか己そこで次に消費財
市場における需要と供給について検討することにしようこ
N.消費財市場
いま社会に n人の個人がおり，その第 j番目の個人の賃金単位で測ら
hた所得額を Yj，そこからの賃金単位で測ら:hた消費額を Cj とす:hば
44) ケインズ[1936Jp. 136，邦訳152ページ参照。なお，詳細;土中野 :1978J12-14 
ベージ参照。
-!:5)ケインズ [1936Jpp. 63-64，邦訳74ページ参照。
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C j = C j (y j)， (j = 1，…， n) (18) 
とおくことができわれわれが人間の本性に関するわれわれの知識から，
先験的にもまた経験の詳細な事実からも， ともに大なる確信をもって依拠
することのできる基本的心理法則 j によれば r通例かつ平均的に~， 0< 
c/<lもしくは OくdCj<dYj と仮定することができるν そこで社会全体
の賃金単位で測られた消費総額を C とおげば，
'‘ c=三.JC j (19) 
となる〕さらに，社会全体の託金単位で測られた所得額を y とおけば，y 
の水準は:詩人の所得水準 yj (j=l，……， n)を一意的に決定すると考え
られるので，さしあたり，
Yj=Yj(Y)， (j= 1，・"， n) (20) 
とおくことにしよれこの関数において， 21YJ=y，dyJ/のと0が想定さ
れうるo (2n十1)本の方程式(18)，(19)， (20)式から 2n個の変数 Cj と
Jj (j=1，……， η)を消去して，
C =c(y) (21) 
を得るが，ここに Oくc'<lまた:工 Oくdcくのであるョ
しかし， (20)式のままでは説得力がないので，集計のん・法を二段階に分
;ナて説明することにしよう O 投資財産業での YIの増加は既に見たように
臣用増加をもたらすから失業していた人々の一部が賃金を得るようにな
るニモれと同時に賃金単位で、測られた利j閏額も増加するから，結局(20)式
~6) ケインズ [1936J p. 96，邦訳111べ-:/0 
17) (19)式を yで徴分して dyiJdyミOを考慮すれば，
(:-~== t 空白=i 正 '.~Yj\O 
dy .1ニ 1 -Z[)~-.i"=¥ cJ -dy 
さらに(20);，，¥において £424=1だから，
j = 1 ay 
ナ=乏 cF.4むく土色=1d)' -/:-' 1 C ) -dy '-. /::¥(lァ
みえに， 0くdc;'dyくlである。
c.: C/>O) 
(・ c/く1)
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の条件が満たされ，投資財産業iこ従事する人々について集計された消費関
数として
C ， = C ， (y，)， 0くC，'く (22)
を件るコこの事情は消費財産業についても同じだから同様iこ集計すること
ができて，
Cn=Cll(Yn)，OくCu'く1
さらに定義式として，
C=C，+Cn 
(23) 
(24) 
y = y ， +y n (25) 
をおitぱ，さらに(21)式へと集計することができょう)ただしこの定式
化でほ失業者の消費は無視することになる
さて，投資財市場l工前節で見たような仕方で均衡しているものとしよ
うふこのとき投資財産業の賃金単位で測られた所得 Yl :i確定しているか
ら(22)式に従って投資財産業からの賃金単位で測られた消費需要鋲 C，も
確定している O そこで， C 1によって購入される消費財の量を xn1 とおけ
:王，賃金単位でiflJられた消費財需要価格 TnD 工
ρID=C，(y，)/.ql 
でなければならないコ
(1I--l) 
消費財産業の所得川が決まったとすればそれ;こ応じてそこからの消費
額 CI が決まるから， これによって購入される消費財の量を xn 2 とかけ
ば，上と同様に
TnD=cn(Yn)/xu2 (ll-2 ) 
となるJ 消費財の総産出量 XIlに対して，両部門の消費者は相互の競争に
より同ーの需要価格を提示するようになり，その時の X[{I，X[{2 は
XII=XIl1+Xn2 (ll---3) 
となっていなければならない〕
消費財産業の供給条件は前節と全く同じ方法で集J十することができて，
生産開放は
Xn =Fn(Lu)， 
供給価格;土
Pns=l/Fn' 
有効需要と価格決定機構
Fn'>O， Fn"く0
となるεそれ故 Fnの逆関数 Fn-1 を用いて，
戸nS= 1/ Fll'(Fn-1 (Xn)) 
であるからこれを
(26) 
(27) 
(28) 
ρnS=Sn(Xu) (ll-4) 
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と書き1"K(しておけば， 明らかに d戸nS /dX n >0 であるから， ニ:ILをグラ
ブ iこ描くと第二|玄JSn曲線のように右上りとなる U なお第二図では省略し
たが，第 -1当でのようにWi貸財産業での賃金単位で測られた平均質用曲線
を描くこともできるふとうすると，各産出量に応じて消費財産業の所得お
よびその分配関係が決まり， これが(23)式または(I-2)式におげる消興
財産業からの消費需要関数Csの形状を規定Lているニとになる。
さて，消費財産業はその「短期期待jにもとづいて何らかの水準の Xll
を生産する J このとき，消費財産業の生産額すなわち所得額は，
.Yn=ρnS，Xn (ll --5) 
であるコ Yn が(IT-2)式の cn を決定し，同時に生産量 XuはCIT-
1 )および (n- 2)式において共通の需要価格 PnD を形戒するように分
剖される
J 消費財けjJ易の均衡条件;工
TnD=ρu S (ll --6) 
である J そこで6木の連{LJi程式体系(II-1)~(IT-6): ヱ 6 箇の未知数
tnD， Pns， xu1， xn2， Xn， Yn を決定する J しかし，ニのままでは均衡
。性質はわからない J これを知るためにと記の連立方程式体系を変形して
みよう
111-1)， (ll-2)， CII-3)式より，
戸nD = {c 1 (y 1) + C I(y rr)}/ X r 
を得るコそこで，
Dn1=CIυl)/Xn 
(29) 
(30) 
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D12=Cl1(Yn)/Xn 
を考えると.
(31) 
ρDn =Du1+DU2 (32) 
となる J (30)式において YIば所与だから， (30)式をグラフに描くと第二
図Du1曲線のように直角双曲線となるコ (31)式において yn=tIS，Xnで
あるから， 供給関数(1I-4)式を考慮に入れれば D1I2が Xnだけの関数
iこなるよ二とは明らかであるミそこでこ;!L をグラフに描くこと;こしよう O い
ま第二図上の任意の産出量たとえば Xna をとり， これに対応する供給曲
線上の点を Aとおく。 所得 Yna (=AX n a ・Xlla) からの消費額が CH a だ
とすれぽ，GXua ・Xna=cnaとなるような /i，G を垂椋 AXna上にとる O
そうすると，-CXi a/ Axna は消費財産業の平均消費性的]で、あり，AGjAXna 
:エ平均貯蓄性向である。産出量が Xrre， Xu b というように地加するにつ
れて消費財産業の所得は増大し，したがってそこからの消費額は増大する
が， c n IくOで、あるから，平均消費性向は低下する，すなわち平均貯蓄性向は
上汗する Oしたがって Dn2の値は GXnaから HXne，JXnb等々へと変っ
ていく。そこで(厳密にはその必然性はないともJえるが)第二図のように
Dn2 曲線はわ上りであって Sr 曲線より下方に位置する，と考えられる O
????
?
?
?
?
??
??
??
??
?
?
?
; ~'J 二 l泣
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そうすると， (32)式から全体としての消費財需要曲線は Dlll曲線と Dn2
曲線とを雫直に加えた Drr曲線となる c すなわち KG=MXrro，EH= 
λTXn e， QJ=RXn b というようになっている=
Drr曲線と Sr 曲線が交わる点 E の産出量 Xrre において PnD=ρド
であり，これより小さい産出量(たとえば Xr0) でぽ PrrD>PrrS である
から産出量は駒大するが， これより大きい産出量(たとえば Xr b) では
PuD<ρげであるから産出号;土減少するご かぐして均衡点 Eは安定的で
あることがわかる
ところで，産出泣が用大ずるにつれて消費財産業からの貯蓄額は， .lG. 
X r 0， EH.X r e， BJ・Xn b，というように増大していどが，投資財産業から
の消費額は一・定であって:VXn e ・Xne = EH・Xn eであるこ Lたがって，
均衡産出量 Xn e において， そLてそこにおいてのみ消費財産業からの貯
蓄額は投資財産業からの消費需要額に等し〈なる あるいはもし，投資財
産業からの需要額と消費財産業からの貯蓄額との差額をとるとすれば，こ
れは消費財市場における超過需要額となり，それがゼロとなるような産出
量において消費財市場ーは均衡する， ということもできる二前節でみたよう
に，投資財市場の均衡において:ヱ投資財産業の生産額すなわち社会全体の
投資総額は投資財産業からの貯蓄額および消費額に分解される。それ故，
投資財市場の均衡を前提とすれば，社会全体の貯蓄額が社会全体の投資額
;二等し〈なるという条件(工消費財市場の均衡条件と同等になる 3 しかしも
ちろん一般的には貯蓄・投資の均芋は財市場全体の超過需要額がどロであ
ることと同等であるにすぎず，すべての財市場が均衡Lていることの必要
条件ではあるが十分条件ではない。
さて前面jで、見たように，資本の限界効率去の上方移動iこもとづく投資額
の増大は投資財の価格上昇と産出量増加とを伴うのであるが，さらに投資
財産業の所得増加を通じてそこからの消費需要額を増加させる G これは
DIl1 曲線、を七ー 上方にシフトさせ， したがって Drr 曲線、を上方にシフト
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させるQ その結果， 1自貨財の{ulif告は上昇し，産出量はi曽fJUするョかくして
投資増加は全般的な価格上昇と産1¥量増加をもたらす， と結論づけること
ができる F
ところでマーシャルが描いた消費財に対する需要曲線は1I，r;1々のま，;1'の需
要曲線を集計したものであり.個々の家計の需要曲線はその家;]"1ーの所得変
動;こ応じてシフトする二 したがってマーシャルの需要曲線ば社会全体の所
得とその分配状態が与えられている下で拙かれ，それらが変化するとシフ
トする， と考えられる=そこで， (r -1)および(r-2)式において )'1
と Yllをう二えて柑iかれる需要曲線はそれぞれ投資財産業およひγi資財産業
からのマーシャノL的な需要曲線である， ということができ，それらを水平
に加えた需要曲線はマーシャル的総需要出綜と呼ぶことができるつしカミし，
(r -1 iおよび¥11-2)式におL、て定式化さ;11.ている消費閃数の下では，
この三Hi類の需:要曲線'H、ずれも正[角双曲線で拙か.fl， Lたがって語要の
弾力'l"l:は 1であるこ〉マーシャノしばこのような需要を ii出額不安の需安!
と呼んでいるけれども， もちろんそのようにならわ(どならなL、必然性l工何
もなL、コケインズが l:-.のような消費関数を設定Lたのは，賃金単位で測ら
れた所得および消費額が，そわぞれ「完f究所内!および実質消費量に「近
しうると判断したからである C その近似が良好でありうる限りでは，似」
価陪変化の問題は消費関数の形状を通じて陥黙に処理することができたわ
げである
48) このいわゆる「乗数過程」の詳細な叙述::tケインズ=19:Hjj出3~羽詰 10';':第ーはお
および第4編第18章第 2節参照こなおその結果の詳細な分析につL、て;主交井:1978:
第2章第4節参1.札
19)マーシャル C1890/1920:p. 87. n. 1，邦訳第二分間:1へージ，;1:(2)参U/{
50)向上 pp.80-82，邦訳第二分冊20-22ベージ参照。
51) しかしマーシャル自身の見解は向上 p.92，邦訳第二分冊40-41ページ参照。
52)同上 p.86， 691，邦訳第二分冊30-31ページ.数学的付録5ペー ジ参照。
[);j)与.1"ンズ〆1936、 p.114，邦訳129ページ参照。
54)同上 pp，91-92，邦訳105-6ページ参照。
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しかし， ここで1工消費財価格 Tl および毛の数量 Xrr 主明確な意味を
持っているτJ それゆえ(I-1)式および(IT-2 ')式をより一般的に
ρnD=Dn1(xnl， YI) 
ρIID=DII2(.q2， YII) 
(II--7) 
(II --8) 
というように再定式化LたJjがよいであろう、 ただ Lここに ODlll;oxr1
ぐ0‘ uDnlioyr>O. oDn2/oxn2ぐO. uDn2/oyu>O， そしてかの「京本
的心j理法則|から Lて， 0ぐd(戸"D..1ir1j 'dYI<l， 0ぐd(tu D.X日2)ぽYUぐ1
でなければならないご (IT-7)，(H-8')式および(IT-3)式から，
ρ11ρ= D fI(X n， y) ( I~-9 ) 
が構成さ 1¥， uD" /oXuど0， uDn/oy>O， 0くd(戸f1D.Xrr)/dyぐI とな
.， 
今』
このように吋主化したif[質問数のー下で(主、J訂:
を拍描-くとい〉ような簡{便吏法法:~ì土(使吏えない そこで主ず(IT一4)りl式‘丈℃カか込ら布上り
の{供共給肉線を摘き HiIi1i'iのように決定された司ケの YI をUI-7)式に入
hてイi下りの可愛lfJ!J娘 Dl1 を描く 次に任意の産1¥民 Xuをjきんでここ
に垂線を描くc;Xn ニ対応する生産額 YI(=Tns.Xn) を供給曲線から読
みとり， これを(I-8)式iこ代入して消費財産業からの需要曲線dn2を描
くコ Du1，du2 rUl線;弘、ずれもマーシャノL的需要曲線であるから， これら
を水平に加えてマーシャルt'l0総需要曲線、 duを得る〔この du曲線と rIiの
Xn を通る平:線との交点を Dn とおく二以下同様の子/If!'iで、呉なった Xn
ごとに Dn をとっていくと」本の曲線を得る この Dn 曲線(主ケイン
ズ的局面において拙かれればならないという意味で.ケインズ的総需要曲
線と H千ぶことにしよう O 本来は第一.岡 Drrfl*泉もまたこのように複雑な手
1聞によってf!?iかれね;まならないのであるが，そこで:土 Drr1，d1l2， du曲
線はいずれも直角双曲線であるために，(30)， (31)， (32)式を用いた簡便
法によって Dn曲線、を描くことができたわけであるつしかし，上のように
→般化された消費関数の下でも Dn曲線、は第二図とほぼ同様の形状をも
っと二考えることができょう J
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もし， より厳常に均衡の安定性を検討するとすれば， かの I基本的心理
dc / dv 法則」が安定のための十分条件となる。すなわち， 0<一 一/← • .)'ーくlで
dXn/ dXn 
あるなら，
dc d(ρnD.Xn) v 4ρnD上 h 村D
記訂 dXll --= An・亙XiJT jJ I
dy d(y r + Y n) dy I d(ρlIS，Xrr) 
dXn- dXu -dXn - dXn 
であるカ通ら，
-XII dhf-+ρnS .<'~ I ・dXil-11'1 
dTlI D . L. n ./ ~ 4ρc O<Xn・21fhD〈XIidfhs
よ二ー } 〆プて、 1.).、-'-‘。、を考えると，PrrD=PrrS ニこで均衡点 ゆnD/dXuぐdpuS/
dXu となっているから，均衡点の周¥Trjでは必ず供給曲線、 Suの勾配はケ
インズ的総需要曲線 Dn より大き~ 'c1 それ故，均衡点:ヱ常lこ安定であるc
しかし， もし均衡点が多数あるなら， それらは交互に支定， 不安定となる
はず、だから，均衡点は唯ーつしかt(¥， 、こ主になる:
V. ワルラス的市場調整
ここで司， これまでマーシャル的市場調整の下で見て来たケインズ・モデ
ノしをワルラス的市場調整の下に組み換えてみることにしよう、
J
まず投資財市場についてみると，投資財を需要する{何々の企業家は限界
単位の投資財から得られると期待する予忽収益の系列を所与の利子本で害IJ
ヲI¥，、た現在価値が投資財価格打 に等しくなるまで投資財を購入しよう
とするから，すべての企業家の購入量を集計した需要量を XrD とおけば，
XrD=DI(ρ¥， i) (盟-1) 
を得て， 明らかに aDr /oi<O， aD 1.守戸¥<0であり， これを所与の iの下
でグラフに描くと第一閃 Dr曲線と同じものになるつ同様に投資財産業の
各企業は投資財の限界生産費が投資財価併に手しくなる点まで生産するか
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らそれらを集計した供給量を X1Sとおけば，
XIS=SICPI) Cm-2) 
を得て，dSI/dPI>Oであり，これをグラフに描くと第一図 SI曲線と全
く同じものになる O さらに投資財産業の生産額すなわち所得 YIは，
YI=ρI.X1S Cm-3) 
であるD 投資財市場の均衡条件は
X1D=X1S Cm-4) 
で示される O 以上4本の方程式から4箇の変数 PI，X1D， X1S， YIが決
定される O この均衡が安定的であることは第一図で容易に確かめることが
できる。
次に消費財市場について，投資財産業からの消費需要量を XnD1とおけ
ば，(ll-7)式に対応する一般化された消費関数は
XrrD1=D n1伊n，Y 1) ClV-l ) 
で示され，同様に消費財産業からの消費需要量を XnD2とおけば(ll-8) 
式に対応する一般化された消費関数は
XnD2=Dn2CTn， Yn) ClV-2) 
で示される O ただしここに，aDrr1/aprrく0， aD u1/aYn>0， aDrr2/ apn 
く0，oD rr2/aYrr>0，そしてかの「基本的心理法則」より，0くd(pn.XnD1) 
/dYI<l， 0くd(pnoXnD2)/dyrrく1が仮定されるO また定義的に，
XrrD=XuD1十XUD2 ClV-3) 
である。さらに消費財産業の供給量を XrrS とおけば供給関数として
XuS=SrrCPu) ClV-4) 
を得て，dSu/dprr>Oであり，これをグラフに措くと第二図 Su曲線と同
じものになる O 消費財産業の生産額すなわち所得額 YUは
Yn=ρuoXUS 
で定義される O 消費財市場の均衡条件は，
XrrD=XnS 
ClV-5) 
ClV-6) 
で示される O 消費財市場は所与の YIの下で以上6本の方程式から 6箇の
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変数 xr Dl， X rD2， X rD， X rS， P r， Y rを決定する。
ここで前と同じようにこの均衡の性質を検討することにしよう。まず全
所得 yを
Y=YI +Yrr 
とおいて全体の消費関数を
XrrD=Drr(ρr， y) 
(町一7)
CN--8) 
ととるO そうすると，aDnjaprr く0，aDrriY>O，そしてかの「基本的心理法
則」から O<d(Prr.XrrD)jdyく1となる O これをグラフに措くためにはまず
0¥[-4)式から供給曲線 Sr をとり，所与の YIをCN-l)式に入れて投
資財産業からのマーシャル的需要曲線Drr1を描く O 次に任意の価格Prを
通る水平線を描き，この価格に対応する生産額を供給曲線から読みとって
その額川をCN-2)式に入れ，消費財産業からのマーシャル的需要曲線
dr2を描く O さらに Dl1曲線と dr2曲線とを水平に加えたの曲線を描
くoDrr1， dr2曲線はいずれも右下りであるからの曲線も右下りであり.
これは(町一8)式に一定の所得yを入れた時の需要曲線で、あるからやはり
マーシャノレ的需要曲線で、ある O そしてここまでの手順は前節と同じなのだ
が，ここではdr 曲線が Prを通る水平線と交わる点をDrrとおく oPrが
異なるのに応じて dr2 曲線したがって dr 曲線はシフトするから点 Drr
の位置も変る Oこのようにして得られる Drr の軌跡がCN-8)式を表わす
Drr曲線となる O これはケインズ的需要曲線と呼んだものとは形状が全く
異なる oDrr曲線はワノレラス的市場調整の下で描かれる，という意味でワ
ルラス的需要曲線と呼ぶことにしよう O
しかし，上の手順は複雑すぎるために作図が困難で、ある C 幸いにしてワ
ルラス的市場調整の下では一般化された消費関数の下で、もこれを描く簡便
法がある O これによって描いたのが第三iXlで、ある O そこでこれを説明して
おこう O まず Drr1 および Sn曲線を描いておく O 次に任意の価佑水準た
とえばPraをとると，このときの消費財生産額すなわち消費財産業の所得
はPrroA.Prra であって，CN← 8)式にPra とこの所得を入れると消費財
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Pn 
。 Xn 
第三図
産業からの需要量を得る。これがPnaを通る水平線上でPraGとなるよう
な点 Gをとる。このとき消費財産業の消費需要額は PnaG'PnO，貯蓄額
はぬ.pn a，平均消費性向は斤百/れな平均貯蓄性向は副/れすで
ある。以下同様にして Pnt に対して点 H，PUbに対して点Jをそれぞれ
得るc これらの点の軌跡は Dn2 曲線を構成する(これは必ずしも右上り
となるとは限らない)0Dlll 曲線と Jj12曲線とを水平に加えると Dn曲
線を得るコすなわち Pnazv[=GK， prreN=HE， PrrbR=JQとなるような
点 K，E， Q等々をとった軌跡が Drr 曲線、となる C これと SIl 曲線とを
比較すると， Pl a では超過需要 AKを生じて価格は上昇すること， ρnb 
ではお過供給QBを生じて価格は下落すること，したがって超過需要ゼロ
となる均衡価格Pre での均衡点 Eは安定的であることがわかるO この均
衡点において，そしてこの均衡点においてのみ，投資財産業からの消費需
要額と消費財産業からの貯蓄額とが一致する，ということは容易に確かめ
ることができるG
もしここでより厳密に均衡の安定性を検討するとすれば， やはりかの
「基本的心理法則Jが安定のための十分条件となることが確認できるO す
なわち，U<d(pn.XrrD)/dprrくdy/dpnであるが， ここで
ftqlfm=h-qq土+Xn，D
aPll 崎 UjJU 
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dy_一位己主[2一山=brr.c!Jf.ピ+XnSdTrr - dPn -d.ρn-1-'且 dlう 1"""'11
であるから，
dXnD d)(rrS 
Oく戸n'万?+Xkh・五十+XnS
である。 XnD=XnS であるような均衡点では常に dXllD/dpllくdXns/dρE
であることがわかる。すなわち，かの rz塁本的心理法日:jJの下では均衡点
(ま唯一つであってそれは安定的であるι
このように，本節での分析は前節までの分析によく対応しており， グラ
ブのj詰き方の相違以外の点ではマーシャノレ的市場調整を用いるかワルラス
的市場調整を用いるかによって結果が変るということぽなしら一般化され
た消費関数の下でも消襲財市場の需給関係をグラフ上で説明できる点にワ
ノレラス的市場調整を用いることの利点がある C
VI. B j 数 財
これまでの分析においては投資財および消費財はそれぞれ単一種類の財
からなると仮定してきた しかしそのいずれもが多種類の財からなるとす
れば議論の性質はどの程度変ることになるであろうかc 次にこの問題を考
えてみることにしように
投資財については第四節で用いた方法を各種類毎に適用して各財市場の
需要曲線およひ、供給曲線を措くことができる C すべての投許財の均衡産出
;止を集計するということはできないが，各投資財市場の均ノ街における生産
額を集計することはでき，これによって投資財部門の生産額すなわち社三
全体の投資総額を得るc 各投資財の予想収益を決定するのは企業家の円
期期待の状態!であるが、いまこれが変らないものとすれば，各投資財
場の需要曲線は利子率が低い(または高Lうほど右上プf(または左下ア
55) ケインズ [1936Jpp. 46-47， 147-i8，邦J(55，164-65ページ参照。なお，
[1978Jおよび [1979J参F
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に位置L，したがってどの投資財市場でもその均衡において価格は高く
(または低く)産出量は大きい(または小さい)。かくしてそれらの積で
ある生産額を集計した投資総額は利子率の減少関数となる。このように投
資総額を利子率に関係づけた支が「資本の限界効率去」である O そこで
「長期期待の状態!が好転(または悪化〉するなら，各投資財市場の需要
曲線は右上方(または左下方)にシフトするから，資本の限界効率表は右
上方(または左下方)にシブトするJ 所与の利子率の下での限界効率表の
上昇は投資総額を増大させるが，このとき各投資財市場でほ価格上昇と産
出量増加とが起こっているコ
ところで，社会全体の投資総額は投資財部門の所得 YIとなり，ついで
そこからの消費需要 c1ば多数の消費財購入に分"lfJされ，各消費財市場の
需要曲線の一部分になる O
個々の消費財市場における局要曲線は，投資財部門からの需要，その消
費財産業の所得からの需要，および他の消費財産業の所得からの需要によ
って構成される O このためj百貨財産業は，その生産額からの消費需要を通
じて，相互に他の泊費財産業に依存することになる O こうした消費財産業
問の相互依存関係は消費財の係類が多いほど複雑になるが， しかしその場
合には個々の消費財産業を羊独にとりあげると，その産業が消費財部門に
占める比取は小さくなるから，その産業の生産額の変動がひきおこすそれ
白身への需要の変動はごくわす冶ミになる。前にケインズ的需要曲線と呼ん
だものはその産業の生産額がそれ自らへの需要に影響を及ぼす，という点
を考慮に入れて構成される所に特徴があった、しかし，いまやそうした論
点は稀薄になり，個々の消費財市場の分析にさいしては，すべての投資財
および消費財産業の生産額したがって所得総額もしくは「有効需要Jが一
定であるTでのー特定消費財ーに対する需要曲線を用いることになるであろ
うO かくして事態はマーシャル的な「孤立市場Jの様相を呈L，全体が部
56)ケインズ[1936Jp. 136，邦訳1:'i2ページ参照二
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iこ位置L，したがってどの投資財市場でもその均衡におし、て価格は高く
(または低く)産出量は大きい(または小さい)。かくしてそれらの積で
ある生産額を集計した投資総額は利子率の減少関数となるつこのように投
資総額を利子率に関係づけた支が「資本の限界効率表ー」である O そこで
「長期期待の状態Jが好転(または恵、化〉するなら，各投資財市場の需要
曲線は右上方(または左下方)にシフトするから，資本の限界効率表は右
上方(または左下方)にシソトずる G 所与の利子率の下での限界効率表の
上昇は投資総額を増大させるが， このとき各投資財市場では価格上昇と産
出量増加とが起こっているJ
ところで，社会全体の投資総額は投資財部門の所得 YIとなり，ついで
そこからの消費需要 c1は多数の消費財購入に分割され，各消費財市場の
需要曲線の一部分になる。
個々の消費財市場における需要曲線は，投資財部門からの需要，その消
費財産業の所得からの需要，および他の消費財産業の所得からの需要によ
って構成される O このため消費財産業は，その生産額からの消費需要を通
じて，相互に他の泊費財産業に依存することになるO こうした消費財産業
問の相互依存関係は~t'jíそ財の範類が多いほど複雑になるが， しかしその場
合には個々の消費財産業を単独にとりあげると，その産業が消費財部門に
占める比弔は小さくなるから，その産業の生産額の変動がひきおこすそれ
白身への首要の変動はごくわずかになる。前にケインズ的需要曲線と呼ん
だものはその産業の生産額がそれ白らへの需要に影響を及ぼす，という点
を考慮、に入れて構成される所に特徴があった しかし，いまやそうした論
点は稀薄になり，個々のi目白財市場の分析にさいしては，すべての投資財
および消費財産業の生産額したがって所得総額もしくは「有効需要」が一
定である Fでの一特定消世財に対する?J要曲線、を用いることになるであろ
うO かくして事態ぽマーシャル的な「孤立r¥j場!の様相を呈し，全体が部
56) ケインズ [1936Jp. 136，邦訳152ページ参照 J
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分を規制するのであってその逆ではないというように見えるQ
しかしながら，消費財産業間の相互依存関係がどのように錯綜してい
るとしても，すべての消費財市場が均衡しているなら，消費財部門の生産
額すなわち所得 yn 主消費需要総額に等しく，後者は投資財部門からの消
費需要額 cnおよび消費財部門自身からの消費需要額 cnからなる O それ
故，消費財部門の所得 Yn はそこからの貯蓄額 (yn -Cj]) と投資財部門
からの消費需要額 Cnとが等しくなりうるような水準に決まっているはず
である O もちろんこの消費財需給総額均等の条件は消費財が多種類ある場
合にはすべての消費財市場の均衡のための必要条件であるにすぎないが，
消費財諸価格の変動の方向を知るためにはこれだけで卜分である O
当初すべての財市場が均衡していたとしようコそしていま所与の利子率
の下で資本の限界効率表が上昇L 投資総額すなわち投資財部門の所得
YI が増加したとしよう己そうすると各消費財市場の需要曲線は右上方に
シフトずるこ各消賢財の価格は上昇して産出量は増大し，その結果，消費
財部門の所得 Ynが増加する O この所得増分のうち一部は貯蓄されるが残
りは消費需要の増分となって各消費財市場の需要曲線を高める O この段階
で増加する生産額の増分は前の段階の生産額増分よりも貯蓄増分だけ小さ
い。以下同様にして各消費財市場の需要曲線、は次々に引上げられていく
が，その程度は小さくなってL、く。この過程において消費財部門からの貯
蓄は次第に増加していくが，各段階の貯蓄増分の総和がはじめの投資財産
業からの消費需要増分より小さいかぎり，その差額だけの消費需要が新た
に発生して消費財部門の所得を高める O したがってかの「基本的心理法
則」すなわち Oくdcくのが満たきれる限り収束点が存在し，そこでは，
前の均衡に比較した場合の消費財部門からの貯蓄増分は投資財産業からの
消費需要増分に等 L~ 、ひそして各財市場の価格ば上昇しており産出量:は増
加しているつ
かくして，所与の利子率のドでの資本の限界効率表の土昇は各投資財の
価格上昇と産IH3i増加を伴うばかりでなく 所与の消費性向を通じて，各
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消費財の価格 k持と産出量増加をもたらす。もし全体としての物価水準お
よび産出量水準について何らかの適当な指数が構成されうるなら，さらに，
「物価の騰貴は総実質所得の増加と結びついているj と述べることもでき
るコしかしもちろん全体としての物価水準とか産出量水準すなわち総実質
所得とかといった概念の「暖昧さ!はこの議論にとってなんら本質的な問
題ではないョ
投資財および消費財がそれぞれ多種類存在すると L、う場合には特に消費
財産業問の相互依存関係を生じるために議論が複雑になる。それにもかか
わらず，全体としての消費財部門の均衡条件および安定条件は単一財の場
合と同様に考えることができるっその理由は，消費財産業間の相互依存関
係なるものが実は消費財部門からの消費需要額と消費財部門の生産額すな
わち所得額との問の相互決定関係を反映しているにすぎないからであるつ
V1I.使用者費用と補足的費用
これまでは使用者費用および補足的費用の概念を回避するためにそれら
がゼロとなるような仮定，すなわち統合生産の仮定および固定資本財は現
行稼動水準の如何にかかわらず永続的にその生産能率を維持するという仮
定を置いてきた。その直接的な結果は純所得=生産額となるということで
あるが，供給曲線の性質を単純化したという側面もある。したがってこれ
らの仮定を取り去ると， ~~-に純所得く生産額となる(その差額が使用者費
用+補足的費用である)ばかりでなく，短期における供給曲線のシフトと
いう問題をも生じる O そこで，そうした問題がこれまでの議論の性質をど
の程度変えることになるかを検討してみることにしよう O
われわれはケインズが述べているように， 1"資本設備の大部分がそれを
使用する企業とは別の企業によって製造される経済」を扱っている O そし
て「資本設備」と L、ぅ概念には固定資本財ばかりでなく原料ストックも含
57)ケインズ [1936Jp. 119，邦訳134ペー ジυ
58)ケインズ C1936Jp. 54，邦訳出ペー ジ。
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まれているコしかし，ニれまでの議論では統合生産の仮定のために「投資
財Jは主として固定資本財を指し，原料はその附属物にすぎなかったわけ
である三統合生産の仮定を取り去ると，新たに原料市場および原料産業を
導入しなげれぽならないとともに使用者費用の概念が必要になるQ
個々の企業は期首の「資本設備」の中にその期間中の生産のために使用
可能な原料ストックを持っており，この原料ストッケはその期間中の生産
によって期末には減少しているコしかし企業家は同じ期間中に次期へ繰越
すための原料を購入する。したがって購入量が使用量を上同るか下回るか
あるいはノ宰しいかに応じて今期末すなわち次期首の原料スト、ソクは今期首
に比べて増加，減少もしくは不変であることになるコかくして原料ストッ
ケには正，負もしくはゼロの純投資が生じる亡l 同様にして，もし今期の生
産によって固定資本財の将来の生産能率が損われるなら，今期中に購入L
た新資本財の一部はその損失分の補填とみなされねばならな~ ¥;)このよう
に今期の生産のために「資本設備」を使用したことに起肉する「資本設備J
の減価は一括して「使用者費用J と呼ばれ， 「i設備を使用したために使用
しなかった場合に比して減少Lた設備の価値」と定義されるつ「資本設備」
ば前期またはそれ以前に購入したものであるが，その時の価格と今期の価
絡は一致するとは限らなし、c J:Iこ説明した実物的な純投資概念とこの価値
額表示とを対応させるには， r他の企業者から購入しなければならないも
のの対価として彼等に支払う額Jとして，すなわち現行価格で、再i汗価した
価値額として，使用者費用を測定するのが適切である C そう寸ると使用者
費用そのものは生産に伴う「負の投資」となり，原料は投資財の一種もし
くはそれに準ずるものとして取扱われねばならなL、。
59)向上 p.52，邦訳61ベー シO なおその他に仕掛品在庫と完成財在庫が含まれるが，
これらは本稿の議論の範囲では困難を生じない。
60)向上 p.70，邦訳82ペー ジO なお，向上 pp.52-55，邦訳61-65ベー ジをも参照。
61)向上 pp.70-71， p.228，邦訳82-83，256ペー ジρ
62)向上 pp.70-71， p.228，邦訳82-83，256ページ参照3
63)同上 p.54， 67， 72，邦訳61， 78， 85ヘー ジ参照ふ
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さて， I資本設備の大部分がそれを使用する企業とは別の企業によって
型造される経済では，使用者費用はTF.であると考えるのが JE常であるJ
が， さらに，生産物一単位の噌加に要する使用者費用の用分を限界使用者
賞用として定義するなら，限界使用者費用が「花以外となる場合を想像す
66) 
ることは困慌であるJことになるニそLて「短期供給価格は限界要因費用
と限界使用者費用の総手1である|から，いまある財を X 単位生産すると
きの限界労働投入量:を plUO，限界使用者賞用を uλ1(X)とおくなら，そ
の財の供給価佑 psば，
PS=wlM(X) + UM(X) 
さらに賃金It1.f立でisJられた価格を pS，限界使用者費用を u".¥1(X) とかく
;~S:り，
tS = U"(X) + U/I，M(X) 
であって. これがし、ままでの同の供給曲線に対応する式となるコ明らかに
1tuY (K) 工賃金単位で測ら，fJ.た投資財(原料および固定投資財)の価格に
依存する、
ところでも L同定資本財が有限の耐久期間をもっと Lても，そhが稼動
されない時には無費用でその設備能力を潟存できるとすれば，それが稼動
された期間に使用者費用を同収することで減価償却が可能となるごしかし
ほ動されない場合;こ賀用がかかるとすれば， これは補足的費用として回収
さ，hねばならないすなわち，ある期間の補足的費用は「期待される減価
が使用者費用を超える額Jと定義される 3 この金額を vとおき，平均労
働投入品;を r1(X)，平均使用者世用を ztA(X) とおくなら，総費用額は
64)同上 p.54，邦訳63ページ C
(3)同 l二 p.54，邦訳64ページでの定義では，生産[量」の増分ではなく生産「額」
の増分に対する比率となってL、るが，以下に述べる供給曲線との関連で、はむしろ生
産 i量jの増分に対する比ヰ、?とした方がよい
66)同1:p. 54，邦訳64ペー ジ
67)同上 p.67，邦訳77ペー ジ、
(8)向上 p.56，邦訳66ベー シ ν
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X.{ω・lA(X)+UA(X)} + Vに等しく，総売上額は ps.Xであるから， (純)
利潤は
{PS-w・[A(X)-UA(X)}・X-v
であり ps=w・1M(X) + UM (X)だったから，
[w・{[M(X)_[A(X)}+{UM(X) -UA(X)}]・X-v
が純利潤となる 2 すなわち補足的費用は「主要費用の限界値が平均値を超
える額のうちからJ回収され，残余が純利i閏となるっそこで，純利潤ゼロ
の点すなわち「損益分岐点Jに対応する産出量 Xoは V の値に依存し，
Vが大であるほど X。は大となるつもし Vが同定資本財の取得価格から
算定される「基礎的」補足的費用であるなら，一期間内の現行価格によっ
て V，したがって損益分岐点の位置，が変動することはないが，現行価格
で再評価される「経常」補足的費用であるなら，損益分岐点の位置は同定
投資財の価格水準に依存することになるσ なお，この企業またはそれらを
集計した一一産業で、発生する所得 Yは，
Y={w・[M(X)+UM(X) -UA(X)}・X-v
であり，賃金単位で測られた所得を y，使用者費用を Uw，補足的費用を
V卸とおくと，
y={IM(X) + u即 M(X)}.X-{Uw+ V，o} 
である O
そうするとどの産業についても，その供給曲線の位置および損益分岐点
に対応する産出量水準は，その産業で使用する原料および固定資本財の価
格に依存する O このような条件の下で前節と同じ方法を用いてみよう口す
なわち，当初すべての財市場が均衡していたとし，ついで「長期期待の状
態」が好転したために原料市場を含むすべての投資財市場の需要曲線が上
方にシフトした，とする。この結果はほぼ明らかであって，投資財市場に
おける価格上昇と産出量の増大およびその所得の増加，そして所得増加に
69)向上 p.68，邦訳79ページ。
70) I基礎的」および「経常」補足的費用につL、ては向上 p.59，邦訳68ページ参照。
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値の理論Jでは価格を財貨一般に対する購買力で表示し， したがって物価
水準で測っていたO このような)j法は「解き難い難問」を提起するが， rそ
のような暖味な表現を用レないではるかによくやっていくことができる3
わ;ナで、ある C
しかしながら，既iこ見たように各財市場において賃金単位で、測られた価
格が決定されるときには同時にその産業で雇用されるうぷイ動量も決定されて
いる J したがって賃金単位で測られた物価水準が決定された段階で、は経済
全体の雇用量も決定されている己両者;工万i動市場において貨幣賃金率への
反作用をひきおこすであろう、
このように財市場全体は経済の重要ではあるが一部分にすぎず，他の部
分からの影智力の下にあるコそれゆえ，経済全体を構成する他の部分と財
市場にお;ナる有効需要との関係を検討することが次の課題となるロ
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